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研究要旨 

【目  的】 

横浜市と相模原市の子宮頸がん予防対策の現状分析より、将来的な検診と HPV ワクチンを

統合した子宮頸がん予防戦略の課題を明らかにすることを目的とした。 

【方  法】 

① 横浜市・相模原市における子宮頸がん行政検診と受診状況の比較検討分析を行い、また

女性特有のがん検診推進事業による検診受診率増加効果を検討した。 

② 横浜市・相模原市における HPV ワクチン公費助成による接種体制と接種状況の分析を行

い、接種率に影響する要因を解析した。 

【結  果】 

① 子宮頸がん検診受診者における初診者の割合は両市とも 20 歳代が 73～74％，30 歳代が

44～53％と若年者が高齢者に比較して高率であり、無料クーポン券の配布が子宮頸がん

検診の受診のきっかけとなっている可能性が考えられた。また両市とも無料クーポンが開始

された平成 21 年度以降の検診受診率が増加しており、ある程度の効果があると考えられ

た。しかし無料クーポン券の利用率は、相模原市が 17～18％、横浜市が 21～26％と低率で

あり、20 歳の利用率が相模原市では 6％前後、横浜市でも 10～15％と、30 歳以上に比べて

著しく低率であった。両市とも平成 21 年度、平成 22 年度と伸びてきた女性特有のがん検診

推進事業対象者における受診率が平成 23 年度で低下している。しかし横浜市は大学生の

ピアサポーターの活動により 20 歳、25 歳の平成 24 年度の受診率が上昇している。 

② HPV ワクチン公費接種については、相模原市の高校 2 年のワクチン接種率が低いのは個

別に通知されなかったことと、接種期間が短かったことが挙げられる。平成 24 年度現在、高
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校 3 年生の接種率が 81.4％と高いのは、個別に接種が通知されたためである。横浜市の中

学 1 年生の接種率は 70.8％、中学 2 年生～高校 2 年は 72～79％、高校 3 年生は 81.3％

の高い接種率となっている。 

【施策提言】 

① 「女性特有のがん検診推進事業」は、対象者の検診受診率を上げることに貢献しているが、

対象者が今後定期的に検診を受診することが重要である。 検診受診率向上のためには、

「女性特有のがん検診推進事業」継続による受診の促進、個別受診勧奨や未受診者に対

する呼びかけ、検診の環境整備が重要と考えられる。横浜市ではピアサポーターの活動が

無料クーポン券利用率向上に寄与しており、市民活動の重要性が示唆される。精検受診は

検診の目的達成のための重要なポイントである。精検受診率向上のためには、受診者に対

する適切な通知と精検受診の勧奨が必要である。 

② 子宮頸がんの検診受診率が低いわが国では、ＨＰＶワクチンの導入による効果が期待され

ていた。現在、地方自治体による積極的な勧奨が差し控えられているが、今回問題となって

いる副反応に対する適切な情報提供と診療体制が構築された上で、接種勧奨が再開され

ることが望まれる。わが国でも、ワクチン接種の効果や副反応について厚労省の審議会で

検討し、広く情報提供されてはいるが、更なる充実と、新規導入ワクチンについては特に迅

速な情報公開が必要とされる。 

 

A. 研究目的 

1. 横浜市・相模原市における子宮頸がん

行政検診と受診状況 

横浜市・相模原市における子宮頸がん行

政検診と受診状況の比較検討分析を行う。

両市の差から、受診率の向上、がん発見率

の向上のための方法を考察する。その結果

を踏まえて、子宮頸がん検診受診率向上の

ために今後講ずるべき施策を提言する。  

2. 横浜市・相模原市における HPV ワクチン

公費助成による接種体制と接種状況 

横浜市と相模原市における、子宮頸がん

予防ワクチン（以下 HPV ワクチン）に関する

広報活動と接種状況の分析を行い、接種率

に影響する要因を解析する。 

 

B. 研究方法 

1. 横浜市・相模原市における子宮頸がん

行政検診と受診状況 

両市における一次検診、精密検査の具

体的な方法の比較、子宮頸がん検診統計、

子宮頸がん検診受診者数と受診率の年度

推移、年齢別受診者の割合、一次検診結果、

子宮頸がん検診年齢別実施結果、頸がん発

見率、無料クーポン券利用状況、子宮頸が

ん予防普及・啓発活動について比較検討し

た。 

2. 横浜市・相模原市における HPV ワクチン

公費助成による接種体制と接種状況 

両市における HPV ワクチン公費助成によ

る接種体制（接種事業対象学年、接種費用、

通知方法、未接種者への勧奨方法、接種ワ

クチンの種類、広報活動）と HPV ワクチン公

費助成による接種状況（接種率の推移）を比

較検討した。 
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C. 研究結果 

1. 横浜市・相模原市における子宮頸がん

行政検診と受診状況（平成 22 年度） 

1) 一次検診（表 1） 

相模原市：検診間隔は毎年である。対象

者は 20 歳以上であり、後述する一斉通知に

よる「子宮頸がん施設検診受診券」を利用す

るか、もしくは電話、電子申請等により請求し

交付を受ける方式である。未受診者への受

診勧奨は行っていない。  

横浜市：検診間隔は 2 年に 1 回である。

対象者は 20 歳以上であり、受診希望者は実

施医療機関へ直接問い合わせをし、受診券

の交付は行っていない。 

両市とも女性特有のがん検診推進事業

による子宮頸がん無料クーポン券を利用した

検診の対象者は、20 歳、25 歳、30 歳、35 歳、

40 歳であり、未受診者への受診勧奨は行っ

ていない。 

2) 精密検査 

相模原市：「相模原市子宮頸がん検診精

密検査個人票」が発行され、検診結果は実

施医療機関より受診者に説明される。一次

検診実施日から 3 カ月後及び 6 ヶ月後に市

保健所から受診者宛に精密検査の受診の

有無を確認するアンケートが送付される。 

横浜市：一次検診機関から受診者に結

果を通知、同時に精密検査結果連絡票を受

診者に渡し、精密検査実施医療機関を受診

時に渡すように説明する。   

3) 子宮頸がん検診統計（表 2） 

相模原市：平成 22 年度の相模原市の子

宮頸がん検診対象者は174,400人であり、そ

のうち受診者は施設検診 21,674 人（前年比

1,588 人増加）、集団検診 4,164 人（前年比

586 人減少）、合計 25,838 人（前年比 1,002

人増加）であり、国へ報告された検診受診率

は 24.1％であった。 

横浜市：平成 22 年度の横浜市の子宮頸

がん検診対象者は 793,228 人であり、そのう

ち受診者（施設検診のみ）は 103,756 人、検

診受診率は25.2％、平成21年度の21.0％よ

り上昇しており、全国や神奈川県に比較し高

率である。要精検率は 2.01％であり、子宮頸

がん発見率は 0.07％と全国、神奈川県、相

模原市と同様であった。 

4) 子宮頸がん検診受診率の年度推移  

(グラフ 1) 

横浜市の検診受診率は平成 18～20 年

度で受診者が減少しているが、これは検診

間隔が 2 年に 1 度に変更になったためであ

る。両市とも無料クーポンが開始された平成

21 年度は受診者数、受診率とも回復してお

り、相模原市同様女性特有のがん検診推進

事業は効果があると考えられる。 

5) 年齢別受診者の割合 

(グラフ 2-1、2-2、2-3) 

平成 22 年度の年齢別受診率を示す。50

歳未満では横浜市が相模原市より高く、特

に 20 代では両市の差が非常に大きい。横浜

市は相模原市に比較し 70 歳以上の人口が

9.3 倍、20 歳代が 2.4 倍であり、相模原市は

横浜市より若年人口の占める割合が高い。

相模原市の若年層は職場検診や妊娠中の

検診などを受ける機会が多く、住民検診での

子宮頸がん検診を受けていない可能性があ

る。そのために、住民検診での子宮頸がん

検診受診率が低く出ている可能性はある。

若年人口の多い相模原市では、20 歳代、30

歳代への受診勧奨が急務である。また 50 歳

以上では相模原市のほうが高く、横浜市の

高齢層の受診率は、60 歳代で 14.4％、70 歳

以上では5.5％と極端に低い。子宮頸がんは

高齢者の死亡率も高いため、横浜市では高
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齢層の受診率を向上させるための方策が必

要である。未受診者への受診勧奨は重要だ

が、再受診者が多い高齢者に対しては特に

必要である。 

相模原市の受診者割合は 40 歳代が

36.2％、30 歳代が 28.0％と続き、20 歳代は

13.2％と低率であった。しかし初診に限って

みると 20 歳代が 74.2％と最も多く、次に 30

歳代が 53.5％、40 歳代が 39.6％であり、横

浜市も同様に 20 歳代の初診受診者割合は

73.3％、30 歳代 44.9％と高齢者に比較し高

率である。20 歳～40 歳への無料クーポン券

の配布が子宮頸がん検診の受診のきっかけ

となっている可能性が考えられた。 

6) 子宮頸がん検診年齢別要精検状況 

（グラフ 3-1、3-2） 

相模原市：要精検者数は 669 人（要精検

率 2.6％）であった。要精検率は 30 歳代が

4.1％と最も高く、20 歳代、40 歳代がこれに

続いており、若年層の要精検率が高かった。

精検受診率は全体で 83.0％であり、30 歳代

（87.8％）、40 歳代（80.7％）と高率であった

が、20 歳代は 78.6％と低い結果であった。 

横浜市：要精検者数は 2,084 人（要精検

率 2.0％）であった。要精検率は 20 歳代が

2.8％と最も高く、30 歳代 2.3％、40 歳代が

2.0％でこれに続いた。その中で精密検査を

受けたのは 1,227 人で精検受診率は 58.9％

であった。 

20 歳以上の全年齢層で、相模原市のほ

うが横浜市よりも精検受診率が高かった

（p<0.001） 。相模原市は要精検者には精密

検査受診の有無を確認するアンケートを送

付する一方、横浜市は要精検者数の受診勧

奨を行っているが、施設に方法が任されて

おりまちまちであるため、精検受診者率が低

い可能性が考えられた。横浜市では、要精

検者への受診勧奨が重要と考えられた。   

7) 無料クーポン券利用状況 

（表 3、グラフ 4-1、 4-2、 4-3、 

イラスト１） 

相模原市：女性特有のがん検診推進事

業対象者における無料クーポン券を利用し

た受診率は、平成 22 年度が 18.8％とやや上

昇したが平成 21 年度～24 年度を通して 17

～18％と低率である。年代別では 30 歳、35

歳、40 歳の受診率は 19.1％～23.0％の受診

率であったが、20 歳代が 5～6％と極端に低

い結果であった。横浜市に比較して全年齢

で利用率が低率であった。 

横浜市：女性特有のがん検診推進事業

対象者における無料クーポン券を利用した

受診率は、平成 22 年度は 26.2％と前年の

21.4％に比べ上昇したが、平成 23 年度は

23.8％と受診率が低下した。年代別では 30

歳、35 歳、40 歳は 4 人に 1 人が受診してい

たが、20 歳が 9.0～15.7％と低率であった。

20 歳、25 歳の受診率向上を期待して、平成

24 年度は無料クーポン配布時に受診勧告

のリーフレットを同封、ピアサポーターによる

冊子送付を行い（イラスト 1：ピアサポーター

が作った若い女性への検診啓発パンフ参

照）、また平成 24 年 7 月より 20 歳、25 歳の

無料クーポン対象者で、かつ未受診者に対

し、平成 24 年 10 月 31 日付けで受診勧告書

を送付した結果、全体の受診率は 24.1％と

改善傾向が見られた。また 20 歳、25 歳の受

診率が平成 23 年度に 12.3％、20.2％であっ

たのに対し、平成 24 年度は 15.7％、24.2％

と受診率の上昇を示し、冊子送付や未受診

者に対する受診勧告の効果が見られた。 
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2. 横浜市・相模原市における HPV ワクチン

公費助成による接種体制と接種状況 

（表 4） 

1) 接種事業対象学年 

相模原市：平成 23 年 3 月より当時の高校

1 年生に、平成 24 年度からは中学 1 年生～

高校 1 年生を対象にワクチン接種をしてい

る。 

横浜市：平成 23 年 2 月より、当時中学 1

年生から高校 2 年生を対象にワクチン接種

を開始した。平成 24 年度は中学 1 年生から

高校 3 年生が対象となっている。 

2) 接種費用 

相模原市、横浜市とも無料 

3) 通知方法 

相模原市、横浜市とも各対象者に郵送す

る個別通知 

4) 未接種者への勧奨方法 

相模原市、横浜市とも行っていない。 

5) 接種ワクチンの種類 

当初はサーバリックス（2 価ワクチン）のみ

であったが、平成 23 年 8 月 26 日よりガーダ

シル（4 価ワクチン）の販売が開始され、公費

接種も可能となった。 

6) 広報活動 

相模原市：ワクチン接種について、市の

ホームページでの周知や、ワクチンの供給

量等の情報を、広報さがみはらで周知を行

っている。 

横浜市：ワクチン接種開始に合わせてワ

クチン相談窓口を設置、横浜市保健所のホ

ームページにワクチン接種緊急促進事業に

ついて掲載、広報よこはまに接種勧奨の記

事を掲載、チラシの作成配布を行っている。

チラシは日本語版のみならず、英語版・ハン

グル語版・スペイン語版・ポルトガル語版・ベ

トナム語版なども作成し、外国人への周知に

ついても考慮している。 

3. HPV ワクチン公費助成による接種状況

（グラフ 5-1、5-2、5-3） 

1) 接種率の推移 

相模原市：平成 23 年 3 月 1 日より中学 1

年生～高校 1 年生を接種対象に接種を開始

した。高校 1 年生(平成 24 年度の高校 3 年

生）は対象者全員に個別通知を送付した。

その結果、608 人が接種を受けた。3 月 7 日

にはワクチン品不足のため初回接種者への

接種差し控えを要請され、ワクチン不足のた

め被接種者は激減したが、ワクチン不足の

解消に伴い、6 月 10 日に高校２年生相当へ

の初回接種が再開され、7 月 10 日には高校

１年生相当への、7 月 20 日には中学生への

初回接種が開始となり、接種数が回復した。

平成 24 年 2 月 7 日に平成 24 年度のＨＰＶ

ワクチン接種事業の継続が決定され、3 月に

は高校 2 年生相当の接種者が急増した。平

成 24 年 8 月 2 日にはＨＰＶワクチン未接種

者 7,444 人に勧奨はがきを送付した。そのた

め 8、9 月の接種者が急増している。今年度

接種対象は中学 1 年生～高校 1 年生である

が、現在の高校 2 年生の接種率が 55.7％と

低い原因としては、個別に通知しなかったこ

とと、接種期間が短かったことが挙げられる。

平成 23 年 2 月から平成 24 年 3 月までの全

体での接種率は 71.2％であった。高校 2 年

生以外の接種率は 70%を超えており、高校 3

年生では、81.4%の高い接種率だった。  

横浜市：平成 23 年 2 月 1 日より中学 1 年

から高校 2 年生を対象に接種を開始し、平

成 24 年度は中学 1 年生から高校 3 年生を

対象として接種を開始した。 

平成 23 年 2 月は、接種対象者の約１割

にあたる 6,408 人が接種を受けた。平成 22

年度中に高校1年生相当（平成24年度の高
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校 3 年生）である女子については、平成 22

年度中に１回以上接種を受けた場合、平成

23 年度においても事業の対象となるとされた

ことから、対象者全員に個別通知を送付した

ため、被接種者のうち高校１年生相当が

4,473 人とかなりの数を占め、個別通知の効

果が認められた。平成 23 年 3 月ワクチンの

品不足が判明し、4 月～6 月は、被接種者数

は大きく減少、その後、6 月 10 日に高校２年

生相当への初回接種が開始され、7 月 10 日

には高校１年生相当への、7 月 20 日には中

学生への初回接種が開始となり、夏休みに

は当初の接種体制に戻った。9 月には、市

内の全中学校・高等学校に接種勧奨のチラ

シ等を配布するなど、周知に努め、被接種

者数は一気に増加した。平成 23 年 2 月から

平成 24 年 3 月までの全体での接種率は

76.5％であった。全ての学年で 70%を超える

接種率だったが、特に高校 3 年生では 81.3%

の高い接種率だった。  

 

D. 研究結果総括 

1. 横浜市・相模原市における子宮頸がん

行政検診の受診状況 

1) 行政検診の受診状況 

横浜市、相模原市の検診受診率に大き

な差はなかったが、横浜市では 50 歳以上の

受診率が極端に低く、相模原市では 50 歳未

満の受診率が低かった。  

子宮頸がん検診受診者における初診受

診者割合は両市とも若年者が高齢者に比較

し高率であり、20 歳～40 歳への無料クーポ

ン券の配布が子宮頸がん検診の受診のきっ

かけとなっている可能性がある。 

両市とも、若年層の要精検率が高かっ

た。  

相模原市の精検受診率は、全年齢層で

横浜市より高かった。  

2) 女性特有のがん検診推進事業 

無料クーポン券配布は、受診者数の増加

に結びついている。しかしクーポン券利用率

は、両市ともに低率で、特に 20 歳の利用率

が 30 歳以上に比べて著しく低率であった。  

両市とも平成 21 年度、平成 22 年度と伸

びてきた無料クーポン券の利用率が、平成

23 年度で低下していた。しかし横浜市では、

20 歳、25 歳のクーポン利用率が平成 24 年

度は上昇していて、ピアサポーターの活動・

協力などの成果と考えられた。  

2. HPV ワクチン公費接種 

相模原市：ワクチン接種率が 55.7%と低か

った学年では、原因として個別に通知されて

いなかったことと、接種期間が短かったことが

考えられた。個別に接種が通知された学年

では、72.5～81.4%の高い接種率だった。 

横浜市：すべての学年で 70%以上の高い

接種率であり、特に高校 3 年生は 81.3％の

高い接種率となっていた。 

 

E. 結論 

1. 横浜市・相模原市における子宮頸がん

行政検診と受診状況 

日本はがん対策で圧倒的に海外より取り

残されている。米国、英国、豪州のがん検診

受診率は 60～70％、韓国も 60％台に達して

いる。受診率向上のために実施すべきことは、

コール・リコールである。米国 CDC（疾病予

防管理センター）の研究に「受診者へのコー

ル・リコールによる受診率向上」(2011 年)の

データがあり、さらに「コール・リコールの対

象者に応じた普及・啓発を実施することが重

要」と指摘されている。子宮頸がん検診にお

いてコール・リコール全体で 10.2％、印刷物

のみで 9.8％、電話のコール・リコールで
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15.5％の受診率向上が報告されている。督

促をしないと日本でこれ以上受診率を上げ

ることは難しいと考えられる。厚生労働省の

「がん検診に関する委員会」報告書では、

「市町村が検診台帳を整備した上で、受診

勧奨を行うべき」としているが、「実施している

のは 5～6 割にとどまっている」と報告されて

いる。 

日本では平成21年度から、20歳、25歳、

30 歳、35 歳、40 歳の女性に子宮頸がん検

診の無料クーポン券が送付されるようになっ

た。わが国では、20 歳代、30 歳代の子宮頸

がん罹患率が上昇している。20 歳代、30 歳

代の子宮頸がんは、早期がんの頻度が高い

ことが報告されており、またこの年代の子宮

頸がん検診受診率が低いことも報告されて

いる。無料クーポン券でこの年代の検診受

診率を上げ、その後の定期的な検診につな

げることは、全体の受診率向上に寄与し、浸

潤がんを減少させることが期待される。  

無料クーポン券の送付は受診者数の増

加に結びついており、ある程度の効果がある

と考えられた。両市で平成 21 年度の検診受

診率が上昇した要因として評価される。しか

し平成 21 年度、平成 22 年度と伸びてきた無

料クーポン券の利用率が、平成 23 年度以後

低下していることは大きな問題である。無料

クーポン券の利用率が低迷している原因の

解明が必要である。無料クーポン券の利用

率を上げるためには、未受診者へのリコール

が必要と考えられ、また無料クーポン券を利

用した女性に、その後の定期検診を促すシ

ステムの構築も必要である。 

2. HPV ワクチン公費接種 

HPV ワクチンが広く接種されることにより、

将来わが国における子宮頸がんの発生を約

70％減少させることが期待できる。これは出

産年齢の高齢化や少子化が進む現在の日

本社会においてきわめて重要なことだと考え

られる。ＨＰＶワクチンは世界 120 ヶ国以上で

承認され、その有効性・安全性が広く認めら

れたワクチンである。2007 年に世界で最初

に公費助成プログラムを導入したオーストラリ

アをはじめ、先進国を中心に接種費用を公

費で助成する国は 2012 年 9 月現在で 40

ヶ国にのぼっている。ＷＨＯ（世界保健機構）

をはじめとする世界の主要な国際機関や政

府機関は、HPV ワクチンに関して提供されて

いるあらゆる安全性情報を検証した上で、引

き続き接種を推奨している。 

HPV ワクチンについては複合性局所疼

痛症候群（CRPS：complex regional pain 

syndrome）などの副反応発現のため、厚生

労働省から積極的な接種勧奨が一時中止と

なった。これを受けて平成 25 年 4 月 9 日に

日本産婦人科医会より以下の声明が出され

た。  

CRPS はワクチンの成分によっておこるも

のではなく、外傷、骨折、注射針等の刺激が

きっかけになって発症すると考えられている。

背景因子は未だ不明である。HPV ワクチン

接種後に CRPS を発症したと考えられる事

例は本症例を含め、本邦では 3 例（サーバ

リックス 2 例、ガーダシル 1 例）が報告され

ているが、サーバリックスは現在までおよそ

684 万本、またガーダシルは 144 万本が接

種されていると推定されており、CRPS の発

症頻度は極めて稀である。 

HPV ワクチンの公的接種への移行に伴

い、万一ワクチン接種後に起きた健康被害

が重大かつワクチン接種によるものと認めら

れた場合には、手厚い補償が給付されるよう

になっている。本ワクチンは他のワクチンに

比べて副反応報告が多いのではないかとの
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懸念の声もあるが、厚生労働省は「注射針を

刺すことが影響している可能性がある。中止

するほどの重大な懸念はない。」との見解を

表明している。 

日本においては毎年約 15,000 人の女

性が新たに子宮頸がんに罹患し、およそ

3,500 人が命を落としている。従って日本産

婦人科医会は、母子の生命健康の保護の観

点から検診とワクチンによりこの疾患の予防

にこれからも力を注いでいく。 

また平成 25 年 6 月には日本産婦人科医

会がん対策委員会より、被接種者へのアド

バイスとして次のような対応が提言されてい

る。 

① 既定通りワクチン接種をすでに完了され

た方は、特に心配することはありません。 

② 1 回または 2 回の接種が終了し、今後も

継続しようと考えられている方は、あらた

めてワクチンの説明を受けられた上、接

種を続けてください。 

③ 1 回または 2 回の接種が終了し、今後の

接種を迷っている方は、担当医と相談す

ることをお勧めします。なお、接種間隔が

延びたとしても、多くの場合 3 回接種す

ることによって十分な効果が期待できま

す。 

④ 現状ではワクチン接種を行わないと考え

られている方は、国の積極的勧奨が再開

してからあらためて接種の是非をご検討く

ださい。 

現在、地方自治体による積極的な勧奨が

差し控えられているが、今回問題となってい

る副反応に対する適切な情報提供と診療体

制が構築された上で、接種勧奨が再開され

ることが望まれる。  

 

F. 施策提言 

1. 子宮頸がん行政検診 

「女性特有のがん検診推進事業」は、対

象者の検診受診率を上げることに貢献して

いるが、対象者が今後定期的に検診を受診

することが重要である。  

検診受診率向上のためには、 

①「女性特有のがん検診推進事業」継続に

よる受診の促進 ②個別受診勧奨や未受診

者に対する呼びかけ ③検診の環境整備が

重要と考えられる。 

横浜市ではピアサポーターの活動が無

料クーポン券利用率向上に寄与しており、市

民活動の重要性が示唆される。  

精検受診は検診の目的達成のための重

要なポイントである。精検受診率向上のため

には、受診者に対する適切な通知と精検受

診の勧奨が必要である。  

2. HPV ワクチンの接種体制 

子宮頸がんの検診受診率が低いわが国

では、ＨＰＶワクチンの導入による効果が期

待されていた。  

現在、地方自治体による積極的な勧奨が

差し控えられているが、今回問題となってい

る副反応に対する適切な情報提供と診療体

制が構築された上で、接種勧奨が再開され

ることが望まれる。  

わが国でも、ワクチン接種の効果や副反

応について厚労省の審議会で検討し、広く

情報提供されてはいるが、更なる充実と、新

規導入ワクチンについては特に迅速な情報

公開が必要とされる。 

 

G. 健康危険情報 

なし 
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H. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

沼崎令子，山本葉子，助川明子，佐藤美紀

子，宮城悦子，平原史樹：横浜市行政

における子宮頸がん予防対策が若年

女性の行動に及ぼす効果の実効性の

検証．第 65 回日本産科婦人科学会学

術講演会，札幌，2013，5． 

 

I. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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